
【報告(5)資料】 

平成１９年３月２日 

民間援助連携室 

 

特定公益増進法人について 

 

１．特定公益増進法人については、公共法人、公益法人等その他特別の法律によって設立された法

人のうち、教育又は科学振興、文化の向上、社会福祉への貢献その他公益の増進に著しく寄与する

ものをいい（法人税法第３７条第３項第３号）、具体的には法人税法施行令第７７条第１項及び所

得税法第２１７条第１項に列挙されている。 

 

２．民法法人（財団法人、社団法人）が特定公益増進法人として認められるための要件は、法人税

法第７７条第１項第３号に規定されているが、その「主たる目的」については３４の事業が掲げら

れている。当室所管法人は、同項第３号のヨによる「開発途上にある海外の地域に対する経済協力

を主たる目的とする法人」（所得税法施行令第２１７条第１項第３号のヨ及び法人税法施行令第７

７条第１項第３号のヨ）の要件により認定されている。 

 

３．具体的には, 

（１）所得税法及び法人税法の上記同項第３号のヨの規定に即した海外での経済協力活動を主たる

事業とする法人には、右法人への寄附者に対する一定基準の税控除を適用する制度である。 

（２）特増法人は、特別に法令で規定がない限り適用期間は 2 年間で、それぞれ継続申      

請可能である。 

（３）特増法人は、主務官庁が認定するが、財務省との事前協議が法人税法第７７条第１項により

規定されており、実質財務省との協議が整わなければ認定できない。 

（４）また、同項第３号の冒頭において、それぞれ「当該法人の主たる目的である業務（経済協力

活動）に関し、その運営組織及び経理が適正であると認められること、相当と認められる業績

が持続できること、寄附金によりその役員又は使用人が特別の利益を受けないこと、その他適

正な運営がされているものであること」と規定されている。このため、特に国からの補助金等

の執行については、関係法令（補助金適正化法及び要領等）を遵守していることが条件となる。 

（５）本取扱も公益法人制度改革に係わる「公益」の認定に関する「公益社団法人及び公益財団法

人の認定等に関する法律」の制定により、１府４７都道府県に「委員会」を設け、委員会の委

員７名において認定の審査が行われる予定である（現在未定）。 

（６）なお、特増法人は公益法人の設立基準の要件を満たしていることが条件となる。 

 

   以上、特増要件は、申請法人の過去２年間の活動内容全てが対象となるため、各法人のそれぞれ

の事業につき個別具体的な対応が想定されるところその詳細については、当室法人班にお問い合わ

せ下さい。（了） 
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